
52.0% 

64.1% 

62.7% 

12.0% 

17.2% 

16.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非製造業 

製造業 

全体 

22.0
% 

75.2
% 

2.8% 

平成25年10月 
関東商工会議所連合会 

東京電力管内の電気料金値上げ・再値上げ懸念の企業経営への影響（調査結果） 
（調査期間：平成25年9月18日～30日 調査対象：東京電力管内の商工会議所会員企業 回答企業数： １，０１１社）  

値上げ・再値上げ懸念による企業経営への影響 

食料品等 紙・紙加工 印刷・製本 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｺﾞﾑ製品 
41.7% 28.6% 29.7% 26.8% 

鉄鋼・鋳造 窯業・土石製品 金属製品 電子部品 
69.2% 46.2% 30.2% 41.2% 

＜製造業業種別 「大きな影響があった」の割合＞ 
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雇用・人件費削減等の事業縮小策の実施 

◆生産活動の縮小、雇用・人件費削減等の実施・検討 
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＜｢大きな影響があった企業｣での割合＞ 
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③東京電力管内での設備増強や研

究開発活動の縮小・抑制 

②東京電力管内での営業活動の縮

小・抑制（事業所・店舗の一部営業

停止など） 

①東京電力管内での生産活動の縮

小・抑制（一部操業停止など） 
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＜昨年値上げ実施＞ ＜再値上げ実施の場合＞ 

・値上げによって、企業経営に「大きな影響があった」企業は２２．０％。全く影響がない企業は２．８％のみ。 
・「大きな影響があった」企業を製造業業種別に見ると、食料品・４１．７％、鉄鋼・鋳造・６９．２％、窯業・土石・４６
．２％、電子部品・４１．２％など、電力多消費産業においてより深刻な影響が生じている。 

・再値上げが実施された場合、「事業継続ができなくなる」企業は１．９％。「大きな影響がある」企業は２９．６％。
全く影響がない企業は１．７％のみ。 

○昨年実施された値上げに対応するため、３２．６％の企業が雇用・人件費削減等の事業活動の縮小策を既に
実施。「大きな影響があった」企業では６２．７％が縮小策を既に実施。 

○再値上げが実施された場合、新たに８．２％の企業が事業活動の縮小策の実施を検討。「大きな影響があっ
た」企業では新たに１６．４％が縮小策の実施を検討。 

○既に実施した縮小策の内訳では、「人員・人件費の削減」の削減が４４．２％と最も多い。次いで「生産活動の
縮小・抑制」が２１．２％。 

○再値上げの場合も、「人員・人件費の削減」が最も多い（４８．２％）。さらに製造業では「生産活動の縮小・抑制
」が大幅に増加（３９．１％）。非製造業では「営業活動の縮小・抑制」が大幅に増加（３６．８％）。 

◆実施・検討する縮小策の内訳（複数回答） 

◆昨年実施された値上げの経営への影響 

◆再値上げが実施された場合、予測される影響 

◆経常利益の減少 ◆価格転嫁の可否 

食料品等 紙・紙加工 印刷・製本 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｺﾞﾑ製品 
43.8% 33.3% 41.3% 48.8% 

鉄鋼・鋳造 窯業・土石製品 金属製品 電子部品 
76.9% 75.0% 45.2% 47.1% 

＜製造業業種別 
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71.7％の企業が減少と回答 

【別紙】 


